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東海第二原発（茨城県東海村）の再稼働
を目指す日本原子力発電（原電）は五日、
原子力規制委員会の審査会合で、新規制
基準適合と運転延長のための対策費千七
百四十億円について、東京電力と東北電
力から援助の意向が示されたと報告した。
資金繰りのめどが付き、審査は大詰めを迎
える。だが、福島第一原発事故の賠償を続
ける東電が他社の原発を支援することに、
批判が集まるのは確実だ。　（宮尾幹成）

　原電は大手電力各社が出資する原発専業会社で、東電と東北電は電気を購入する契約を結
んでいる。千七百四十億円のうち、原電が自社で賄えない分について東電と東北電に協力を求め、
両社は三月三十日にそれぞれ社長名の文書で支援の意向を表明した。東北電は債務保証などを
するとしたが、東電は具体的な支援方法までは示さなかった。

　東海第二の対策費は防潮堤など大規模工事が必要となり、当初想定の倍以上に膨れあがった。
対策費が千七百四十億円を超えた場合は、原電は両社と再協議することも検討している。

　新基準審査は地震や津波対策など主な課題を終え、規制委が適合の条件として、対策費の資
金繰りにめどを付けることを求めていた。今後、事実上の適合を示す「審査書案」を取りまとめる。た
だ運転開始四十年となる十一月末までに、運転延長の審査も通らなければ廃炉となる。

　審査を通過しても、再稼働には地元同意が必要。原電は三月二十九日、立地する東海村以外
の周辺五市にも事前の同意権を拡大した協定を結び、県と六市村の同意が不可欠となった。一つ
の自治体でも了解しなければ、再稼働できない。水戸市議会は再稼働反対の意見書を可決する
見通しとなっている。
◆廃炉・賠償　援助の余裕なし

　東電が原電を援助する意向を示した。だが東電は利用者の電気代や国からの支援がなければ、
福島第一原発の廃炉や賠償費用などを賄えない身。他社を援助している場合ではない。

　原電は原発で発電した電気を電力会社に売る卸売会社だが、稼働中の原発はない。収入源が
ない中で東電や中部電力など電力五社から毎年、一千億円規模の「基本料金」を受け取り、綱渡
りの経営を続けている。

　原電が保有する原発四基のうち、東海（茨城県東海村）と敦賀１号機（福井県敦賀市）は廃炉作
業中。敦賀２号機（同）は直下に活断層があると指摘され原子力規制委員会が活断層と判断すれ
ば廃炉は必至だ。

　さらに東海第二も再稼働できず廃炉になれば、原電は発電の手段を失い経営破綻の恐れが出
てくる。そうなれば原電の筆頭株主（出資比率約２８％）の東電は打撃を受ける。これが東電が原電
を援助する理由だ。

　だが東電に他社を援助している余裕はないはずだ。政府は福島事故の処理費用を二十一兆五
千億円と見込むが、費用の一部には税金や利用者の電気代が充てられる。しかも処理費は見込
みより膨らむ恐れがある。

　現状は火力発電や再生可能エネルギーで大半の電気が賄えており、今後電力需要が増える見
込みは薄い。

　龍谷大の大島堅一教授（環境経済学）は「先細りの原発に依存する原電を一時的に支援しても
問題の先送りになるだけ。原電をいかに『たたんでいくか』を議論する方が合理的だ」と話す。　
（伊藤弘喜）


